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健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項

及び第２２条第１項の規定により審査に付された平成２３

年度健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり

その意見を提出します。 
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注１ 文中に用いる金額は原則として万円単位で表示し、特別の表示があるものを除き単位未満は切

り捨ててある。 

２ 各比率は全て百分率で表示し、単位未満は切り捨ててある。なお、前年度比については単位未

満を四捨五入してある。 

３ 各表中の符号の用法は次のとおりである。 

「－」･･･････････皆無又は該当数値なし 

「0」、「0.0」･････該当数値はあるが、単位未満のもの 

「…」･･･････････算出不能、無関係又は不明 

４ 各表中、負の値となるものは値の前に「△」を付している。 

５ 用語の定義等は特段の定めがある場合を除き、地方公共団体の財政の健全化に関する法律 (平

成１９年法律第９４号)、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令 (平成１９年政令第

３９７号) 及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則 (平成２０年総務省令第８

号) の定めるところによる。 
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平成２３年度川崎市健全化判断比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の方法 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

について、一般会計及び特別会計並びに公営企業会計に係る決算の審査対象とさ

れた書類、地方財政状況調査表、公債台帳、交付税台帳、設立法人等財務諸表そ

の他の関係書類を照合するとともに、関係局長から説明を聴取し、その適正性に

ついて審査した。 

 

第３ 審査の期間 

平成２４年６月１日から同年８月１４日まで 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率は、法令の規定に従って適正に算定されてい

た。また、算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているもの

と認められた。 
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健全化判断比率の状況 

（単位：％） 

区   分 23 年度 22 年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 ― ― 11.25 20.00 

連 結 実 質 赤 字 比 率 ― ― 16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 10.9 11.9 25.00 35.00 

将 来 負 担 比 率 111.2 120.0 400.00  

 

地方公共団体は、上記の健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である

場合（当該健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上である場合を除く。）、財

政健全化計画を定めなければならない。本市においては、全ての比率において早期

健全化基準未満であった。 

 

実質赤字比率は、実質赤字が発生しなかったため算出されなかった。 

連結実質赤字比率は、実質赤字及び資金不足が発生しなかったため算出されなか

った。 

実質公債費比率は10.9％で、早期健全化基準の25.0％を下回った。 

将来負担比率は111.2％で、早期健全化基準の400.0％を下回った。 

 

なお、平成１９年度から公表されている健全化判断比率の実質公債費比率及び将

来負担比率の推移を示すと第１図のとおりである。 
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〔参考〕 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字及び資金不足が発生しなかったため算出

されないが、実質赤字額及び連結実質赤字額を標準財政規模で除した数値を百分率として推

移を示すと、第２図のとおりである。 
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それぞれの比率の対象となる会計等は、第３図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各比率の審査結果は、次のとおりである。 

 

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

公 害 健 康 被 害 補 償 事 業 特 別 会 計

勤 労 者 福 祉 共 済 事 業 特 別 会 計

墓 地 整 備 事 業 特 別 会 計

公共用地先行取 得等 事業 特別 会計

公 債 管 理 特 別 会 計

競 輪 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

病 院 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

自 動 車 運 送 事 業 会 計

高 速 鉄 道 事 業 会 計

卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

生 田 緑 地 ゴ ル フ 場 事 業 特 別 会 計

損 失 補 償 団 体

第 ３ 図　対象会計等の範囲
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１ 実質赤字比率 

実質赤字比率は、第１表のとおりである。 

 

第 １ 表 実質赤字比率 

（単位：千円、％）

項    目 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

実質赤字額(a+b+c=A) △ 1,394,870 △ 1,354,267 △ 40,603 103.0 

繰上充用額*1(a) △ 1,856,549 △ 1,766,454 △ 90,095 105.1 

支払繰延額(b) － － － …

事業繰越額(c) 461,679 412,187 49,492 112.0 

標準財政規模*2(B) 295,275,357 291,351,977 3,923,380 101.3 

(A/B×100) △ 0.47 △ 0.46     

実質赤字比率 － －     

早期健全化基準 11.25     

財政再生基準 20.00     

（注）実質黒字である場合、実質赤字額は負の値で表示される。この場合実質赤字比率は算出

されない。 

 

＜算定式＞ 

実質赤字比率 ＝ 
 一般会計等の実質赤字額 

 標 準 財 政 規 模  
 

 

実質赤字額 ＝ 繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

 ＝ 歳入総額―歳出総額―翌年度に繰り越すべき財源*3 

 

実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で

ある。 

当年度の実質赤字比率は、実質赤字額(A)がマイナス 13億 9,487 万円となっており、前

年度に引き続き実質黒字となったため算出されなかった。 

繰上充用額(a)はマイナス 18 億 5,654 万円となっており、実質黒字であるため発生して

いない。支払繰延額(b)はなく、事業繰越額(c)は 4 億 6,167 万円であった。これは、全額

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計に係るものであり、国の予算から支出される福祉資

金貸付債に伴うもので、母子寡婦福祉資金貸付事業に係る剰余金は、後年度において貸

し付けるための財源として、事業繰越として取り扱うことによるものである。 

標準財政規模(B)は 2,952 億 7,535 万円となっており、標準財政規模に算入される標準

税収入額等が増加したことなどにより、前年度に比べ 39億 2,338 万円増加している。 
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*1 繰上充用額 

歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額。 

繰上充用額 ＝ イ－（（ロ＋ハ＋ニ）－ホ） 

イ：歳入歳出差引額 

ロ：継続費逓次繰越額 

ハ：繰越明許費繰越額 

ニ：事故繰越繰越額 

ホ：ロからニ及び事業繰越額、支払繰延額に係る未収入特定財源 

*2 標準財政規模 

標準的な一般財源の規模を示すものである。ただし、臨時財政対策債発行可能額を含む。 

*3 翌年度に繰り越すべき財源 

繰越事業等により翌年度のために必要とされる財源を繰り越したものである。繰越額から未収入特定

財源を除いたものと等しい。 
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２ 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、第２－１表のとおりである。 

 

第 ２－１ 表 連結実質赤字比率 

（単位：千円、％）

項    目 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

連結実質赤字額 

((a+b)-(c+d)=A） 
△ 26,553,062 △ 29,525,621 2,972,559 89.9 

実質赤字合計額*1(a) － － － …

資金不足額合計額*2(b) － － － …

実質黒字合計額*3(c) 1,733,846 1,824,630 △ 90,784 95.0 

資金剰余額合計額*4(d) 24,819,216 27,700,991 △ 2,881,775 89.6 

標準財政規模（B） 295,275,357 291,351,977 3,923,380 101.3 

(A/B×100) △ 8.99 △ 10.13     

連結実質赤字比率 － －     

早期健全化基準 16.25     

財政再生基準 30.00  35.00      

（注）連結実質黒字である場合、連結実質赤字額は負の値で表示される。この場合連結実質赤

字比率は算出されない。 

財政再生基準は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令附則第５条の規定に

より定められていた経過措置が終了し、同施行令第８条に定める数値が適用される。 

 

＜算定式＞ 

連結実質赤字比率 ＝ 
 連結実質赤字額 

 標 準 財 政 規 模
 

 

連結実質赤字額  ＝ （実質赤字合計額＋資金不足額合計額） 

     －（実質黒字合計額＋資金剰余額合計額） 

 

 

連結実質赤字比率は、全ての会計を対象とした連結実質赤字額の標準財政規模に対す

る比率である。 

当年度の連結実質赤字比率は、連結実質赤字額(A)がマイナス 265 億 5,306 万円となっ

ており、前年度に引き続き連結実質黒字となったため算出されなかった。 

なお、一般会計等及び公営企業に係る特別会計以外の会計の会計別実質収支額は第２

－２表、公営企業会計の会計別資金剰余額は第２－３表のとおりである。 

  



- 8 - 

第 ２－２ 表 総計による会計別実質収支額 

（一般会計等及び公営企業に係る特別会計以外の会計） 

 

（一般会計等）     （単位：千円）

会   計   名 歳入額(1) 歳出額(2) 
翌年度に繰り

越すべき財源

(3) 

実質収支額

(1)-(2)-(3)

一 般 会 計 580,101,014 575,272,397 3,660,050 1,168,567

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 694,850 233,171 461,679 －

公 害 健 康 被 害 補 償 事 業 特 別 会 計 170,884 77,350 － 93,534

勤 労 者 福 祉 共 済 事 業 特 別 会 計 92,541 90,067 － 2,474

墓 地 整 備 事 業 特 別 会 計 631,764 501,469 － 130,295

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 特 別 会 計 9,800,506 9,800,506 － －

公 債 管 理 特 別 会 計 238,153,127 238,153,127 － －

小  計   1,394,870

 

（一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会計）  

会   計   名 歳入額(1) 歳出額(2) 
翌年度に繰り

越すべき財源

(3) 

実質収支額

(1)-(2)-(3)

競 輪 事 業 特 別 会 計 12,973,194 12,846,026 － 127,168

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 123,386,647 121,502,616 1,884,031 －

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 10,600,157 10,117,144 483,013 －

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 62,094,128 61,882,320 － 211,808

小  計 338,976

合  計 1,733,846

（注）歳入額及び歳出額それぞれの総計を一致させるため、各会計において端数調整を行って

いる。 
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第 ２－３ 表 会計別資金剰余額（公営企業会計） 

 

（地方公営企業法適用企業）     （単位：千円）

会   計   名 
流動資産等

(1) 

算入地方債

(2) 

流動負債等

(3) 

資金剰余額

(1)-(2)-(3)

病 院 事 業 会 計 10,077,332 － 6,351,922 3,725,410

下 水 道 事 業 会 計 13,458,650 － 12,058,648 1,400,002

水 道 事 業 会 計 19,112,979 － 6,768,283 12,344,696

工 業 用 水 道 事 業 会 計 6,648,098 － 628,777 6,019,321

自 動 車 運 送 事 業 会 計 1,774,920 － 1,068,652 706,268

高 速 鉄 道 事 業 会 計 41,354 － 1 41,353

小  計   24,237,050

     

（地方公営企業法非適用企業）         

会   計   名 歳入額(1) 
算入地方債 

(2) 
歳出額(3) 

資金剰余額

(1)-(2)-(3)

卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 2,380,062 － 2,186,737 193,325

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 1,752,355 － 1,675,119 77,236

生 田 緑 地 ゴ ル フ 場 事 業 特 別 会 計 878,828 － 567,223 311,605

小  計   582,166

合  計   24,819,216

 

 

                             

*1 実質赤字合計額 

一般会計及び公営企業会計以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額である。 

*2 資金不足額合計額 

公営企業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額である。 

*3 実質黒字合計額 

一般会計及び公営企業会計以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額である。 

*4 資金剰余額合計額 

公営企業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額である。 



- 10 - 

３ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、第３－１表のとおりである。 

 

第 ３－１ 表 実質公債費比率 

    （単位：千円、％）

項    目 23 年度 22 年度 21 年度 20 年度 

地方債の元利償還金(A) 38,108,925 40,215,740 43,314,031 50,840,366

地方債の準元利償還金(B) 49,953,394 50,739,852 48,848,257 47,371,162

地方債償還に充当される 

特定財源*1 (C) 
21,741,553 21,574,305 20,195,040 19,907,050

元利償還金・準元利償還金に係

る基準財政需要額*2 算入額(D) 
40,358,843 41,124,476 41,197,210 42,873,392

標準財政規模(E) 295,275,357 291,351,977 311,875,395 311,395,290

(A+B)-(C+D) 25,961,923 28,256,811 30,770,038 35,431,086

(E-D) 254,916,514 250,227,501 270,678,185 268,521,898

実質公債費比率（単年度） 

(((A+B)-(C+D))/(E-D)×100) 
10.18448 11.29245 11.36776 13.19486 

23 年度実質公債費比率 

（過去３か年平均値） 
10.9 

22 年度実質公債費比率 

（過去３か年平均値） 
11.9 

早期健全化基準 25.0  

財政再生基準 35.0  

（注）実質公債費比率（単年度）は小数第６位を四捨五入している。 

２３年度実質公債費比率及び２２年度実質公債費比率は小数第２位を切り捨てている。 

 

＜算定式＞ 

実質公債費比率 ＝

 地方債の元利償還金＋準元利償還金  －                

     （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

   標準財政規模－  元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額     
 

 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模に対する比率である。 

過去３年間の単年度の実質公債費比率を平均して算出した当年度の実質公債費比率は

10.9％となり、早期健全化基準である 25.0％を 14.1 ポイント下回っている。 

当年度の実質公債費比率（過去３か年平均値）は、前年度に比べ 1.0 ポイント改善し、

単年度の実質公債費比率をみると、当年度は前年度に比べ 1.10797 ポイント改善してい

る。これは主に地方債の元利償還金(A)が 381 億 892 万円となっており、前年度に比べ 21

億 681 万円減少したことなどによるものである。単年度の実質公債費比率は平成１９年

度から改善が続いている。 

地方債の元利償還金(A)の内訳を示すと第３－２表のとおりである。 
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第 ３－２ 表 地方債の元利償還金 

      （単位：千円）

項    目 23 年度 22 年度 21 年度 20 年度 

一般会計等に係る公債費(a) 127,149,622 96,807,406 155,357,400 139,886,441

繰上償還額及び借換債を財源と 

して償還した額(b) 
2,595,269 1,916,032 915,621 609,564

満期一括償還地方債の元金に係

る分(c) 
88,857,743 58,039,426 113,069,310 97,196,500

利子支払金のうち減債基金の運 

用利子を財源とするもの(d) 
－ － － －

減債基金積立不足を考慮して算 

定した額(e) 
2,412,315 3,363,792 1,941,562 8,759,989

地方債の元利償還金 

 (a-b-c-d+e=A) 
38,108,925 40,215,740 43,314,031 50,840,366

 

地方債の元利償還金(A)は 381 億 892 万円となっており、前年度に比べ21 億 681 万円減

少している。 

地方債の準元利償還金(B)の内訳を示すと第３－３表のとおりである。 

 

第 ３－３ 表 地方債の準元利償還金 

      （単位：千円）

項    目 23 年度 22 年度 21 年度 20 年度 

満期一括償還地方債の１年当たり

の元金償還金に相当するもの（年 

度割相当額） 

34,532,138 32,765,548 32,390,373 31,342,484

公営企業債の償還の財源に充て 

たと認められる一般会計等からの 

繰入金 

14,730,253 16,162,248 16,030,777 15,645,672

一部事務組合等の起こした地方 

債に充てたと認められる補助金又 

は負担金 

－ － － －

債務負担行為に基づく支出のうち

公債費に準ずるもの 
691,003 1,812,056 427,107 383,006

一時借入金利子（繰替運用を除 

く。） 
－ － － －

地方債の準元利償還金 

合計（B） 
49,953,394 50,739,852 48,848,257 47,371,162

 

地方債の準元利償還金(B)は 499 億 5,339 万円となっており、前年度に比べ 7 億 8,645

万円減少している。 
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*1 特定財源 

使途が特定されている財源。実質公債費比率算定に当たっては地方債償還に充当することをあらかじ

め想定されていたものを指す。 

*2 基準財政需要額 

普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的、かつ、妥当な水準により行政サービ

スを行う場合又は標準的な施設を維持するための財政需要を一定の方法により算定した額である。 
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４ 将来負担比率 

将来負担比率は、第４表のとおりである。 

 

第 ４ 表 将来負担比率 

 （単位：千円、％）

項   目 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

将来負担額 

(a+b+c+d+e+f+g+h=A) 
1,301,399,831 1,307,660,677 △ 6,260,846 99.5 

当 年 度 末 一 般 会 計 等 地

方債現在高(a) 
978,796,695 978,314,798 481,897 100.0 

債務負担行為に基づく支

出予定額*1(b) 
20,202,420 19,810,459 391,961 102.0 

一 般 会 計 等 以 外 の 特 別

会計に係る地方債償還に

充てるための一般会計等

からの繰入見込額(c) 

218,321,271 222,267,750 △ 3,946,479 98.2 

組合等が起こした地方債

の償還に係る負担等見込

額*2(d) 

－ － － …

退 職 手 当 支 給 予 定 額 に

係る一般会計等負担見込

額(e) 

82,159,412 84,871,609 △ 2,712,197 96.8 

設立法人の負債の額等に

係る一般会計等負担見込

額*3(f) 

1,720,337 2,208,048 △ 487,711 77.9 

連結実質赤字額(g) － － － …

組 合 等 連 結 実 質 赤 字 額

相当額のうち一般会計等

負担見込額*4(h) 

199,696 188,013 11,683 106.2 

充当可能財源等(i+j+k=B) 1,017,702,529 1,007,160,697 10,541,832 101.0 

充当可能基金額*5(i) 182,488,266 176,201,375 6,286,891 103.6 

特定歳入見込額*6(j) 294,876,115 287,771,507 7,104,608 102.5 

地方債現在高等に係る基

準 財 政 需 要 額 算 入 見 込

額(k) 

540,338,148 543,187,815 △ 2,849,667 99.5 

標準財政規模(C) 295,275,357 291,351,977 3,923,380 101.3 

元利償還金・準元利償還金

に係る基準財政需要額算入

額(D) 

40,358,843 41,124,476 △ 765,633 98.1 

A-B 283,697,302 300,499,980 △ 16,802,678 94.4 

C-D 254,916,514 250,227,501 4,689,013 101.9 

将来負担比率 

((A-B/(C-D))×１00) 
111.2 120.0 

早期健全化基準 400.0 
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＜算定式＞ 

将来負担比率 ＝
将来負担額－充当可能財源等

  標準財政規模－  元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額     
 

充当可能財源等 ＝充当可能基金額＋特定歳入見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に

対する比率である。 

当年度の将来負担比率は 111.2％であり、前年度に比べ 8.8 ポイント改善し、

早期健全化基準である 400.0％を下回っている。 

これは主に一般会計等以外の特別会計に係る地方債償還に充てるための一般会計等か

らの繰入見込額(c)、退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額(e)の減少などによ

り、将来負担額(A)が前年度に比べ 62 億 6,084 万円減少したこと、将来負担額として計上

されている地方債の償還額等に対し充当することができる特定歳入見込額(j)、減債基金

の増などに伴う充当可能基金額(i)の増加などにより、充当可能財源等(B)が前年度に比べ

105 億 4,183 万円増加したことなどによるものである。 

 

 

                             

*1 債務負担行為に基づく支出予定額 

債務負担行為として予算に計上している支出予定額のうち、一般会計等において実質的に負担するこ

とが見込まれる額で、地方債をその財源とすることができる経費（地方財政法第５条各号の経費等）に

係るものである。その支出額が算定時点において確定しているもののみを算定する。 

*2 組合等が起こした地方債の償還に係る負担等見込額 

地方公共団体が加入する組合等が起こした地方債の元金償還に充てるため、当該地方公共団体の一般

会計等において負担又は補助が必要と認められる額である。 

*3 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 

地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務

のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額である。 

*4 組合等連結実質赤字額相当額のうち一般会計等負担見込額 

地方公共団体が加入する組合等の連結実質赤字額に相当する額のうち、当該地方公共団体の一般会計

等で実質的に負担することが見込まれる額である。 

*5 充当可能基金額 

地方公共団体が設置する基金のうち、将来負担額として計上されている地方債の現在高等に対して、

その償還財源とすることができる基金の額である。 

*6 特定歳入見込額 

将来負担額として計上されている地方債の現在高等に対して、その償還財源に充てることができる歳

入の見込額である。 
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５ まとめ 

当年度の健全化判断比率の各比率は、全てにおいて早期健全化基準を下回っていた。 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字及び資金不足が生じていな

いため、各比率は算出されていない。 

一般会計等が負担する地方債の元利償還金等の標準財政規模に対する比率を示す実質

公債費比率は、地方債の元利償還金が減少したことなどにより前年度から改善している。 

また、一般会計等が将来負担すべき地方債等の実質的な負債の標準財政規模に対する

比率を示す将来負担比率は、特定歳入見込額等の充当可能財源が増加したことなどによ

り前年度から改善している。 

健全化判断比率が公表された平成１９年度以降の実質公債費比率及び将来負担比率の

推移についてみると、財政の健全性の維持、改善などにより、各比率は着実に健全化の

方向に進んでいるといえる。 

一方、今後の財政運営を考慮すると、平成２３年度決算では３年ぶりに市税収入が増

となったものの、社会経済状況から２４年度以降大幅な市税収入の増を見込むことは難

しく、また生活保護費等の扶助費の増や、東日本大震災を受けての災害対策、施設の耐

震化対策等の経費の増も見込まれることなどから、引き続き厳格な財政運営が必要と考

えられる。 

このような状況を踏まえ、引き続き効率的・効果的な行政体制の整備や組織力の強化

などを図り、持続可能な財政構造の構築に向けた取組を進められたい。 
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平成２３年度川崎市資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の方法 

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類に

ついて、特別会計（卸売市場事業特別会計、港湾整備事業特別会計及び生田緑地

ゴルフ場事業特別会計に限る。）及び公営企業会計に係る決算の審査対象とされた

書類を照合するとともに、企業管理者等の説明を聴取し、その適正性について審

査した。 

 

第３ 審査の期間 

平成２４年６月１日から同年８月１４日まで 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率は、法令の規定に従って適正に算定されていた。

また、算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認

められた。 
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資金不足比率の状況 

（単位：％）  

会   計   名 23 年度 22 年度 経営健全化基準 

病 院 事 業 会 計 ― ―

20.0 

下 水 道 事 業 会 計 ― ―

水 道 事 業 会 計 ― ―

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― ―

自 動 車 運 送 事 業 会 計 ― ― 

高 速 鉄 道 事 業 会 計 … … 

卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 ― ― 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 ― ― 

生 田 緑 地 ゴ ル フ 場 事 業 特 別 会 計 ― ― 

（注）資金不足がない場合、資金不足比率は算出されない。 

 

地方公共団体は、公営企業において資金不足比率が経営健全化基準以上である場合、経営

健全化計画を定めなければならない。 

資金不足比率は、公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率であり、資金不足

額を事業規模で除することで算出される。 

病院事業会計、下水道事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計、自動車運送事業会

計、卸売市場事業特別会計、港湾整備事業特別会計及び生田緑地ゴルフ場事業特別会計は、

資金不足が発生しなかったため資金不足比率は算出されなかった。 

高速鉄道事業会計は資金不足が発生しなかった。また、営業開始前であることから営業収

益がなかったため資金不足比率は算出不能であった。 

 

各会計の資金不足比率の審査結果は、次のとおりである。 
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１ 地方公営企業法適用企業 

 

＜算定式＞ 

資金不足比率 ＝ 
  資金不足額  

 事 業 規 模
 

事業規模   ＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 

 

（１）病院事業会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 3,725,410 △ 2,833,882 △ 891,528 131.5 

  流動負債等*1(a) 6,351,922 6,321,877 30,045 100.5 

  算入地方債現在高*2(b) － －  － …

  流動資産等*3(c) 10,077,332 9,155,759 921,573 110.1 

 事業規模(B)  31,833,940 31,844,438 △ 10,498 100.0 

 (A/B×100) △ 11.7 △ 8.9 

 資金不足比率  －  － 

 経営健全化基準 20.0 

（注）資金剰余額がある場合、資金不足額は負の値で表示される。この場合資金不足比率は算

出されない。以下の表について同じ。 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 37億 2,541 万円となり、資金不足

が発生しなかったため算出されなかった。 

 

（２）下水道事業会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 1,400,002 △ 960,625 △ 439,377 145.7 

  流動負債等(a) 12,058,648 11,242,965 815,683 107.3 

  算入地方債現在高(b) － － － …

  流動資産等(c) 13,458,650 12,203,590 1,255,060 110.3 

 事業規模(B)  34,929,087 35,085,158 △ 156,071 99.6 

 (A/B×100) △ 4.0 △ 2.7 

 資金不足比率  －  － 

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 14 億円となり、資金不足が発生し

なかったため算出されなかった。 
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（３）水道事業会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 12,344,696 △ 16,107,872 3,763,176 76.6 

  流動負債等(a) 6,768,283 5,447,820 1,320,463 124.2 

  算入地方債現在高(b) － － － …

  流動資産等(c) 19,112,979 21,555,692 △ 2,442,713 88.7 

 事業規模(B)  28,080,066 28,786,625 △ 706,559 97.5 

 (A/B×100) △ 43.9 △ 56.0

 資金不足比率  －  － 

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 123 億 4,469 万円となり、資金不

足が発生しなかったため算出されなかった。 

 

（４）工業用水道事業会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 6,019,321 △ 6,509,516 490,195 92.5 

  流動負債等(a) 628,777 807,669 △ 178,892 77.9 

  算入地方債現在高(b) － － － …

  流動資産等(c) 6,648,098 7,317,185 △ 669,087 90.9 

 事業規模(B)  6,969,813 6,929,830 39,983 100.6 

 (A/B×100) △ 86.3 △ 93.9

 資金不足比率  －  －

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 60億 1,932 万円となり、資金不足

が発生しなかったため算出されなかった。 
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（５）自動車運送事業会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 706,268 △ 661,315 △ 44,953 106.8 

  流動負債等(a) 1,068,652 1,106,252 △ 37,600 96.6 

  算入地方債現在高(b) － － － …

  流動資産等(c) 1,774,920 1,767,567 7,353 100.4 

 事業規模(B)  7,720,007 7,353,157 366,850 105.0 

 (A/B×100) △ 9.1 △ 9.0

 資金不足比率  －  － 

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 7 億 626 万円となり、資金不足が

発生しなかったため算出されなかった。 

 

（６）高速鉄道事業会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 41,353 △ 41,339 △ 14 100.0 

  流動負債等(a) 1 626 △ 625 0.2 

  算入地方債現在高(b) － － － …

  流動資産等(c) 41,354 41,965 △ 611 98.5 

 事業規模(B)  － －   － …

 (A/B×100) … …

 資金不足比率  …  …

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 4,135 万円となり、資金不足が発

生せず、また営業開始前であることから営業収益がないため算出不能であった。 

 

 

                             

*1 流動負債等 

流動負債の額から控除すべき未払金等を控除した額である。 

*2 算入地方債現在高 

建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高である。 

*3 流動資産等 

流動資産の額から控除すべき財源等を控除した額である。 
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２ 地方公営企業法非適用企業 

 

＜算定式＞ 

資金不足比率 ＝ 
  資金不足額  

 事 業 規 模
 

事業規模   ＝ 営業収益に相当する収入の額 

－受託工事収益に相当する収入の額 

 

（１）卸売市場事業特別会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 193,325  － △ 193,325 …

  歳出額(a) 2,186,737 2,036,387 150,350 107.4 

  算入地方債現在高(b)  －  －  － …

  歳入額等(c) 2,380,062 2,036,387 343,675 116.9 

 事業規模(B)  898,097 907,819 △ 9,722 98.9 

 (A/B×100) △ 21.5 － 

 資金不足比率 － －

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 1 億 9,332 万円となり、資金不足

が発生しなかったため算出されなかった。 

 

（２）港湾整備事業特別会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 77,236 △ 41,923 △ 35,313 184.2 

  歳出額(a) 1,675,119 1,597,217 77,902 104.9 

  算入地方債現在高(b)  －  －  － …

  歳入額等(c) 1,752,355 1,639,140 113,215 106.9 

 事業規模(B)  756,807 770,399 △ 13,592 98.2 

 (A/B×100) △ 10.2 △ 5.4 

 資金不足比率 － －

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 7,723 万円となり、資金不足が発

生しなかったため算出されなかった。 
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（３）生田緑地ゴルフ場事業特別会計 

(単位：千円、％)

区   分 
金   額 

前年度比
23 年度 22 年度 比較増△減 

 資金不足額(a+b-c=A) △ 311,605 △ 544,519 232,914 57.2 

  歳出額(a) 567,223 233,013 334,210 243.4 

  算入地方債現在高(b)  －  －  － …

  歳入額等(c) 878,828 777,532 101,296 113.0 

 事業規模(B)  316,520 316,463 57 100.0 

 (A/B×100) △ 98.4 △ 172.1

 資金不足比率 － －

 経営健全化基準 20.0 

 

当年度の資金不足比率は、資金不足額(A)がマイナス 3 億 1,160 万円となり、資金不足

が発生しなかったため算出されなかった。 

 

３ まとめ 

当年度は、全ての会計において資金不足が発生していないため、資金不足比率は算出

されていない。 

今後については、社会経済状況が不透明であることや震災対策を含めた施設整備など

に伴い多額の資金需要が見込まれる会計もあることに加え、地方公営企業会計制度の見

直しによる影響も想定されることから、引き続き、資金需要の的確な把握に努めるとと

もに、各会計で定める経営健全化計画等を着実に進め、安定した経営基盤を構築される

よう望むものである。 

 

 


